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ト
レ
ン
ド・リ
ポ
ー
ト

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
関
連
協
定
の
署
名
・

発
効
を
め
ぐ
る
動
向

福
永
　
佳
史

●
は
じ
め
に

　

東
南
ア
ジ
ア
諸
国
連
合
（
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ

Ｎ
）
は
二
〇
一
五
年
末
の
「
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ

Ｎ
共
同
体
」
設
立
を
目
指
し
て
い
る
⑴
。

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
共
同
体
は
、
政
治
安
全
保

障
共
同
体
、
経
済
共
同
体
、
社
会
文
化

共
同
体
の
三
つ
の
枠
組
み
か
ら
成
る
が
、

日
系
企
業
か
ら
は
特
に
経
済
共
同
体
に

つ
い
て
、
①
二
〇
〇
七
年
の
ブ
ル
ー
プ

リ
ン
ト
に
お
い
て
示
さ
れ
た
施
策
が
ど

の
程
度
実
施
さ
れ
た
の
か
、
②
今
年
中

に
ど
の
よ
う
な
措
置
が
追
加
的
に
実
現

す
る
の
か
、
③
各
社
の
事
業
環
境
に
ど

の
よ
う
な
影
響
を
与
え
る
の
か
と
い
っ

た
点
へ
の
関
心
が
高
い
。
公
的
に
は
Ａ

Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
事
務
局
が
「
Ａ
Ｅ
Ｃ
ス
コ
ア

カ
ー
ド
」
と
呼
ば
れ
る
手
法
に
基
づ
く

評
価
を
行
っ
て
お
り
、
二
〇
一
四
年
一

一
月
時
点
で
「
二
〇
一
三
年
ま
で
に
実

施
予
定
の
主
要
優
先
措
置
の
実
施
率
は

八
二
・
一
％
」
と
発
表
さ
れ
て
い
る
が
、

本
手
法
に
は
多
く
の
問
題
点
が
存
在
す

る
（
参
考
文
献
③
④
）。

　

本
稿
で
は
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
共
同
体
の

「
実
施
率
」
の
議
論
に
貢
献
す
る
た
め
、

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
共
同
体
に
関
連
し
て
加
盟

国
に
よ
っ
て
作
成
さ
れ
た
法
的
拘
束
性

の
あ
る
文
書
（
以
下
、「
協
定
」
と
す

る
）
に
着
目
す
る
。
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
で
は
、

一
九
六
七
年
の
設
立
以
来
、
数
多
く
の

協
定
が
署
名
さ
れ
て
き
た
。
そ
の
多
く

は
協
力
を
目
的
と
し
た
も
の
で
あ
る
。

ま
た
文
言
が
十
分
に
特
定
的
で
な
く
、

加
盟
国
が
法
的
に
拘
束
さ
れ
る
意
思
が

無
い
と
の
批
判
も
あ
る
（
参
考
文
献

⑥
）。
し
か
し
、
物
品
貿
易
・
サ
ー
ビ

ス
貿
易
・
投
資
な
ど
、
自
由
貿
易
協
定

（
Ｆ
Ｔ
Ａ
）
に
典
型
的
に
含
ま
れ
る
分

野
を
中
心
に
、
明
ら
か
に
拘
束
的
な
協

定
も
多
く
存
在
す
る
。
他
方
、
Ａ
Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ
関
連
協
定
に
つ
い
て
は
、「
署
名

さ
れ
る
が
発
効
し
て
い
な
い
」
と
の
批

判
が
存
在
す
る
。
例
え
ば
、
一
九
六
七

年
か
ら
二
〇
〇
七
年
の
四
〇
年
に
着
目

す
る
と
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
関
連
協
定
の
う

ち
わ
ず
か
三
〇
％
が
「
実
施
」
さ
れ
た

に
留
ま
る
（
参
考
文
献
⑤
）⑵
。

　

そ
れ
で
は
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
共
同
体
の

実
現
ま
で
残
す
と
こ
ろ
一
年
弱
と
な
っ

た
現
在
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
関
連
協
定
は
、

ど
の
程
度
発
効
し
て
い
る
の
か
。
本
稿

で
は
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
事
務
局
の
デ
ー
タ

ベ
ー
ス
に
基
づ
き
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
関
連

協
定
の
署
名
・
発
効
の
動
向
に
つ
い
て

論
ず
る
。
ま
た
、
特
に
経
済
共
同
体
に

着
目
し
、
分
野
別
の
傾
向
に
つ
い
て
も

検
討
す
る
。

●
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
共
同
体
関
連
協
定

の
署
名
動
向

　

一
九
六
七
年
の
設
立
以
来
、
Ａ
Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ
は
多
く
の
協
定
を
作
成
し
て
き
た
。

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
事
務
局
が
公
表
す
る
デ
ー

タ
ベ
ー
ス（A

SEA
N

 legal instrum
ent 

database

）⑶
に
よ
れ
ば
、
二
〇
一
五
年

三
月
時
点
で
、
二
〇
五
本
の
「
法
的
文

書
」
が
存
在
す
る
⑷
。「
法
的
文
書
」

の
定
義
は
、
署
名
行
為
が
存
在
し
て
い

る
こ
と
、
ま
た
は
締
結
等
の
国
内
行
為

が
発
効
要
件
と
な
っ
て
い
る
こ
と
に
よ

り
、
加
盟
国
が
拘
束
力
を
認
め
て
い
る

と
判
断
さ
れ
る
文
書
で
あ
る
。
単
な
る

声
明
や
宣
言
は
、「
法
的
文
書
」
に
は

含
ま
れ
な
い
。
例
え
ば
、
二
〇
〇
九
年

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
憲
章
は
含
ま
れ
る
が
、
二

〇
〇
七
年
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
経
済
共
同
体
ブ

ル
ー
プ
リ
ン
ト
は
含
ま
れ
て
い
な
い
⑸
。

以
下
、
簡
略
化
の
た
め
、
本
稿
で
は

「
法
的
文
書
」
に
代
え
、
単
に
「
協

定
」
と
呼
ぶ
。

　

表
１
か
ら
わ
か
る
と
お
り
、
Ａ
Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ
関
連
協
定
の
八
割
が
経
済
共
同
体

関
連
協
定
で
あ
る
（
一
六
五
本
、
八

〇
・
五
％
）。
政
治
安
全
保
障
共
同
体

（
三
一
本
、
一
五
・
一
％
）、
社
会
文
化

共
同
体
（
九
本
、
四
・
四
％
）
で
は
、

相
対
的
に
協
定
が
あ
ま
り
用
い
ら
れ
て

い
な
い
こ
と
が
分
か
る
。

　

署
名
年
に
着
目
す
る
と
、
初
期
段
階

で
は
あ
ま
り
多
く
の
協
定
が
作
成
さ
れ

て
い
な
い
。
最
初
の
一
〇
年
間
（
一
九

六
七
～
七
六
年
）
に
は
七
本
、
続
く
一

〇
年
間
（
一
九
七
七
～
八
六
年
）
に
は

一
八
本
の
協
定
が
署
名
さ
れ
た
だ
け
で

表１　ASEAN共同体関連協定等の署名年

政治安保 経済 社会 計

1967-1976   4     2 1     7

1977-1986   5   12 1   18

1987-1996   5   23 2   30

1997-2006   8   67 4   79

2007-2015   9   61 1   71

計 31 165 9 205

シェア 15.1% 80.5% 4.4% 100.0%

（出所）　ASEAN 事務局ホームページより筆者作成。
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あ
っ
た
。
し
か
し
、
世
界
貿
易
機
関

（
Ｗ
Ｔ
Ｏ
）
設
立
を
契
機
と
し
て
Ａ
Ｓ

Ｅ
Ａ
Ｎ
サ
ー
ビ
ス
貿
易
枠
組
協
定
、
Ａ

Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
知
的
財
産
権
協
力
協
定
な
ど

が
結
ば
れ
た
一
九
九
五
年
に
は
、
経
済

分
野
を
中
心
と
し
て
実
に
一
〇
本
も
の

協
定
が
署
名
さ
れ
た
。
単
年
で
二
桁
の

数
の
協
定
が
署
名
さ
れ
た
年
は
、
一
九

九
五
年
の
ほ
か
、
二
〇
〇
四
年
、
二
〇

〇
五
年
、
二
〇
〇
七
年
、
二
〇
〇
九
年
、

二
〇
一
〇
年
で
あ
る
。
ピ
ー
ク
は
、
三

つ
の
共
同
体
の
ブ
ル
ー
プ
リ
ン
ト
が
出

揃
っ
た
二
〇
〇
九
年
で
あ
り
、
単
年
で

実
に
二
五
本
も
の
協
定
が
新
規
に
署
名

さ
れ
た
（
図
１
）。
こ
の
う
ち
、
二
〇

〇
四
年
は
優
先
統
合
分
野
関
連
協
定
が

一
一
本
、
二
〇
〇
九
年
に
は
航
空
自
由

化
関
連
協
定
が
一
〇
本
含
ま
れ
て
い
る

な
ど
の
特
殊
要
因
が
み
ら
れ
る
が
、
三

つ
の
ブ
ル
ー
プ
リ
ン
ト
の
採
択
に
前
後

し
て
、
新
規
協
定
が
多
く
署
名
さ
れ
た

と
い
う
特
徴
は
指
摘
で
き
よ
う
。

●
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
関
連
協
定
の
発
効

動
向

　

次
に
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
関
連
協
定
の
発

効
動
向
に
つ
い
て
論
じ
る
。
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ

Ｎ
事
務
局
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
で
は
、
協

定
の
発
効
済
（In Force

）、
未
発
効

（N
ot in Force

）
を
明
示
し
て
い
る
。

発
効
規
定
は
協
定
毎
に
異
な
る
が
、
①

全
加
盟
国
の
締
結
行
為
に
よ
り
発
効
、

②
署
名
後
即
時
発
効
、
③
署
名
後
一
定

期
間
を
経
て
発
効
の
い
ず
れ
か
が
多

い
⑹
。
同
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
情
報
に
基

づ
け
ば
、
二
〇
一
五
年
三
月
時
点
で
の

発
効
済
協
定
は
一
三
七
本
で
あ
り
、
署

名
済
協
定
全
二
〇
五
本
中
、
六
六
・
八

％
が
発
効
済
と
な
る
（
表
２
）。
二
〇

〇
〇
年
時
点
で
の
発
効
率
は
三
九
・
五

％
（
経
済
関
係
に
限
る
と
三
二
・
八

％
）
で
あ
っ
た
が
、
二
〇
〇
七
年
に
は

協
定
発
効
率
が
五
割
を
超
え
、
二
〇
一

五
年
に
向
け
て
さ
ら
に
改
善
し
続
け
て

い
る
（
図
２
）。
し
た
が
っ
て
、「
署
名

す
れ
ど
、
発
効
せ
ず
」
と
い
う
批
判
は
、

現
時
点
で
は
必
ず
し
も
当
て
は
ま
ら
な

い
。

　

発
効
率
に
つ
い
て
、
も
う
ひ
と
つ
の

計
算
手
法
が
考
え
ら
れ
る
。
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ

Ｎ
事
務
局
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
で
は
、

「
事
後
に
締
結
さ
れ
た
協
定
が
優
先
す

る
（supersede

）」
等
の
場
合
に
は
、

協
定
発
効
の
有
無
を
記
載
し
て
い
な
い
。

既
に
発
効
し
た
も
の
が
、
事
後
の
協
定

の
発
効
に
よ
っ
て
置
き
換
え
ら
れ
た
場

合
、
ま
た
は
未
発
効
の
協
定
が
事
後
の

協
定
の
発
効
に
と
も
な
い
実
質
的
に
意

義
を
失
っ
た
場
合
の
い
ず
れ
で
あ
る
か

を
識
別
し
て
い
な
い
。
こ
う
し
た
記
載

が
あ
る
場
合
を
分
母
・
分
子
双
方
か
ら

除
い
て
計
算
す
れ
ば
、
二
〇
一
五
年
三

月
現
在
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
関
連
協
定
の
発

効
協
定
率
は
実
に
八
七
・
三
％
（
一
五

七
協
定
中
一
三
七
協
定
）
に
お
よ
び
、

さ
ら
に
数
値
が
大
幅
に
改
善
す
る
⑺
。

　

発
効
率
に
つ
い
て
、
分
野
別
に
み
る

と
、
政
治
安
全
保
障
分
野
、
経
済
分
野

と
も
、
関
連
協
定
の
発
効
率
は
七
割
弱

で
あ
り
、
分
野
毎
の
差
異
は
み
ら
れ
な

い
。
こ
れ
に
対
し
、
社
会
文
化
共
同
体

関
連
協
定
の
発
効
率
は
九
割
と
高
い
が
、

そ
も
そ
も
、
関
連
協
定
の
総
数
が
少
な

い
の
で
誤
差
の
範
囲
と
い
え
よ
う
。

　

発
効
済
協
定
に
つ
い
て
、
署
名
か
ら

発
効
ま
で
に
要
し
た
平
均
日
数
を
み
る

と
、
政
治
安
全
保
障
分
野
が
三
六
三
・

二
日
、
経
済
分
野
が
四
九
四
・
三
日
、

図１　ＡＳＥＡＮ関連協定の署名数（暦年比較）

（出所）　表１に同じ。
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社
会
文
化
分
野
が
一
一
五
六
・
七
日
と

な
っ
て
い
る
。

●
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
経
済
共
同
体
関
連

協
定
の
分
野
別
の
動
向

　

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
経
済
共
同
体
ブ
ル
ー
プ

リ
ン
ト
は
、
四
本
柱
か
ら
成
る
。
特
に
、

そ
の
第
一
の
柱
、「
単
一
市
場
・
生
産

基
地
」
は
、
①
物
品
貿
易
、
②
サ
ー
ビ

ス
貿
易
、
③
投
資
、
④
資
本
、
⑤
熟
練

労
働
者
の
移
動
、
⑥
優
先
統
合
分
野
、

⑦
食
料
・
農
業
・
林
業
の
七
分
野
に
分

か
れ
て
い
る
。
こ
れ
以
外
の
主
要
な
項

目
と
し
て
、
第
二
の
柱
（
競
争
力
あ
る

地
域
）
に
属
す
る
交
通
分
野
が
挙
げ
ら

れ
る
。

　

協
定
の
署
名
数
に
つ
い
て
分
野
別
の

特
徴
を
み
る
と
、
表
３
に
あ
る
と
お
り
、

一
〇
本
以
上
の
協
定
が
署
名
さ
れ
て
い

る
の
は
、
物
品
貿
易
、
交
通
、
サ
ー
ビ

ス
貿
易
、
優
先
統
合
分
野
、
資
源
・
エ

ネ
ル
ギ
ー
、
熟
練
労
働
者
の
移
動
で
あ

る
。
こ
の
う
ち
、
特
に
未
発
効
協
定
が

多
い
の
は
、
サ
ー
ビ
ス
貿
易
（
未
発
効

協
定
数
四
本
）、
交
通
（
同
四
本
）、
熟

練
労
働
者
の
移
動
（
同
二
本
）
で
あ
る
。

こ
の
な
か
に
は
、
一
九
七
〇
年
代
、
八

〇
年
代
に
作
成
さ
れ
た
も
の
で
、
も
は

や
実
質
的
な
意
義
を
持
た
な
い
も
の
も

あ
る
が
、
企
業
等
の
関
心
が
比
較
的
高

い
も
の
と
し
て
は
、
①
自
然
人
移
動
協

定
、
②
包
括
的
投
資
協
定
改
訂
議
定
書
、

③
観
光
専
門
家
相
互
認
証
取
決
、
④
通

過
貨
物
円
滑
化
に
関
す
る
枠
組
み
協
定

（
第
六
議
定
書
）、
⑤
同
第
九
議
定
書
、

⑥
対
話
国
と
の
航
空
自
由
化
協
定
な
ど

が
含
ま
れ
て
い
る
。

　

逆
に
、
発
効
済
協
定
に
つ
い
て
、
署

名
か
ら
発
効
ま
で
に
要
し
た
日
数
を
計

算
す
る
と
、
既
に
述
べ
た
と
お
り
、
経

済
分
野
の
平
均
値
は
四
九
四
・
三
日
で

あ
る
。
こ
の
う
ち
、
署
名
か
ら
発
効
ま

で
に
一
〇
〇
〇
日
以
上
を
要
し
た
協
定

が
一
四
本
存
在
す
る
（
交
通
関
連
六
協

定
、
サ
ー
ビ
ス
関
連
三
協
定
、
基
準
認

証
関
連
二
協
定
、
そ
の
他
）。

　

未
発
効
協
定
に
つ
い
て
締
結
等
の
国

内
手
続
き
が
終
了
し
て
い
な
い
国
（
す

な
わ
ち
、
未
発
効
の
原
因
と
な
っ
て
い

る
国
）
に
着
目
す
る
と
、
マ
レ
ー
シ
ア

（
一
〇
協
定
）、
ラ
オ
ス
（
九
協
定
）、

フ
ィ
リ
ピ
ン
（
九
協
定
）
が
筆
頭
と
な

っ
て
い
る
。
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
経
済
共
同
体

の
実
現
に
あ
た
り
、
域
内
の
経
済
格
差

（
特
に
一
人
あ
た
り
Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
お
け
る

格
差
）
が
大
き
な
阻
害
要
因
と
し
て
指

摘
さ
れ
、
新
規
加
盟
四
カ
国
（
い
わ
ゆ

る
Ｃ
Ｌ
Ｍ
Ｖ
諸
国
）
の
遅
れ
が
懸
念
さ

れ
て
い
る
（
参
照
文
献
⑤
）。
し
か
し
、

少
な
く
と
も
関
連
協
定
発
効
率
に
関
す

る
限
り
、
先
進
六
カ
国
と
Ｃ
Ｌ
Ｍ
Ｖ
諸

国
の
間
に
有
意
な
差
は
み
ら
れ
な
い
。

●
お
わ
り
に

　

本
稿
で
は
、
二
〇
一
五
年
末
に
実
現

を
目
指
す
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
共
同
体
に
つ
い

て
、
関
連
協
定
の
署
名
・
発
効
動
向
に

着
目
し
、
検
討
し
た
。
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
関

連
協
定
に
つ
い
て
、
二
〇
〇
〇
年
時
点

で
は
四
割
程
度
で
あ
っ
た
発
効
率
は
こ

の
一
五
年
間
で
大
幅
に
改
善
し
、
厳
格

に
計
算
し
て
も
二
〇
一
五
年
三
月
時
点

で
七
割
に
迫
っ
て
い
る
。
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ

共
同
体
の
実
現
に
向
け
、
各
国
が
国
内

実
施
に
注
力
し
て
い
る
こ
と
の
証
左
で

あ
る
。
特
に
、
経
済
共
同
体
の
モ
ニ
タ

リ
ン
グ
手
法
で
あ
る
「
Ａ
Ｅ
Ｃ
ス
コ
ア

カ
ー
ド
」
に
お
い
て
、
各
国
の
締
結
行

為
完
了
の
有
無
が
ひ
と
つ
の
重
要
な
指

標
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
の
影
響
も
考
え

ら
れ
る
⑻
。
他
方
、
経
済
共
同
体
関
連

協
定
で
は
、
特
に
、
サ
ー
ビ
ス
・
交

通
・
熟
練
労
働
者
の
移
動
の
分
野
で
未

発
効
の
協
定
が
多
く
、
ま
た
、
発
効
ま

で
に
特
に
長
期
間
（
一
〇
〇
〇
日
以

上
）
を
要
し
た
協
定
も
サ
ー
ビ
ス
・
交

通
分
野
に
多
い
。
こ
う
し
た
分
野
が
、

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
経
済
統
合
に
お
け
る
セ
ン

シ
テ
ィ
ブ
な
分
野
で
あ
る
と
い
え
よ
う
。

　

以
上
の
分
析
を
踏
ま
え
た
う
え
で
、

以
下
の
二
点
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
ろ

う
。
第
一
に
、
各
国
が
署
名
し
た
か
ら

と
い
っ
て
、
国
内
で
十
分
に
実
施
が
さ

れ
て
い
る
か
ど
う
か
は
別
問
題
で
あ

る
⑼
。
行
政
能
力
が
低
い
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ

諸
国
で
は
、
国
際
協
定
を
署
名
・
締
結

表２　2015年３月時点の発効協定数

政治安保 経済 社会 計

発効済 (a) 19 111   7 137

未発効 (b)   3   17   0   20

その他 (c)   9   37   2   48

計 31 165   9 205

発効率 (d) 61.3% 67.3% 77.8% 66.8%

発効率 (e) 86.4% 86.7% 100.0% 87.3%

（注）⑴�　「その他」は、事後に発効した協定が優先する場合、またはデー
タベースにエラーがある等の事情がある協定 .

　 　⑵�　「発効済」表記でも、発効年にエラーがあると考えられる場合は
評価対象から除外。

　　 ⑶　d ＝ a / [a ＋ b ＋ c]
　　 ⑷　e ＝ a/ [a ＋ b]
（出所）　表１に同じ。

表３　ASEAN経済共同体関連協定（分野別）

分野 署名済協定数 うち未発効協定数

物品貿易   38   1
交通   31   4
サービス貿易   20   4
優先統合分野   16   0
資源エネルギー   12   1
熟練労働者の移動   10   2
農業     8   1
基準認証     6   0
投資     6   1
金融     4   0
その他   14   3

計 165 17

（出所）　表１に同じ。
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し
つ
つ
、
国
内
実
施
が
遅
れ
る
と
い
う

事
例
は
数
多
く
存
在
す
る
。
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ

Ｎ
経
済
共
同
体
の
深
化
に
向
け
た
モ
ニ

タ
リ
ン
グ
の
強
化
が
重
要
で
あ
る
。
第

二
に
、
本
稿
で
は
署
名
済
の
協
定
に
着

目
し
た
分
析
を
行
っ
た
が
、
二
〇
〇
七

年
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
経
済
共
同
体
ブ
ル
ー
プ

リ
ン
ト
に
記
載
さ
れ
た
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

と
異
な
り
、
予
定
さ
れ
た
新
規
協
定
の

署
名
が
遅
れ
て
い
る
事
例
が
あ
る
点
も

忘
れ
て
は
な
ら
な
い
。
特
に
、
サ
ー
ビ

ス
貿
易
分
野
で
は
、
二
〇
一
三
年
の
署

名
が
予
定
さ
れ
て
い
た
第
九
パ
ッ
ケ
ー

ジ
議
定
書
の
署
名
が
二
〇
一
五
年
に
ず

れ
こ
ん
で
い
る
。

（
ふ
く
な
が　

よ
し
ふ
み
／
東
ア
ジ

ア
・
ア
セ
ア
ン
経
済
研
究
セ
ン
タ
ー
上

級
政
策
調
整
官
）

《
注
》

⑴�

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
経
済
共
同
体
に
関
す
る

一
般
的
な
解
説
と
し
て
、
参
考
文
献

①
②
参
照
。

⑵�D
esker

は
、
単
に
「
実
施
」
と
い

う
表
現
を
用
い
て
お
り
、
協
定
の

「
発
効
」
と
の
関
係
性
は
判
然
と
し

な
い
。
同
様
の
記
述
はT

he E
con-

om
ist

（
二
〇
〇
七
年
一
一
月
二
二

日
）
等
に
み
ら
れ
る
。

⑶�

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
事
務
局
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

（http://agreem
ent.asean.org/

）。

本
稿
の
分
析
は
、
二
〇
一
五
年
三
月

一
七
日
時
点
の
情
報
に
基
づ
く
。

⑷�

本
稿
で
は
単
に
「
協
定
」
と
一
括
記

載
し
て
い
る
が
、
実
際
に
は
、
協
定

（A
greem

ent

）
の
ほ
か
、
議
定
書

（Protocol

）、
了
解
覚
書
（M

em
o-

randum
 of U

nderstanding

）、

取
決
（A

rrangem
ent

）
な
ど
、

様
々
な
用
語
が
用
い
ら
れ
て
い
る
。

ま
た
、
同
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
で
は
、
主

要
協
定
と
付
随
的
文
書
と
に
分
類
し

て
い
る
が
、
本
稿
で
は
両
者
を
区
分

せ
ず
に
分
析
を
行
っ
た
。
こ
れ
は
、

形
式
面
で
の
重
要
性
と
実
質
的
な
重

要
性
が
必
ず
し
も
一
致
し
な
い
こ
と

に
よ
る
。
例
え
ば
、
サ
ー
ビ
ス
貿
易

に
つ
い
て
は
、
一
九
九
五
年
サ
ー
ビ

ス
枠
組
み
協
定
が
基
本
協
定
で
あ
り
、

自
由
化
約
束
が
記
載
さ
れ
て
い
る
各

種
パ
ッ
ケ
ー
ジ
議
定
書
は
、「
付
随

的
文
書
」
と
分
類
さ
れ
て
い
る
が
、

自
由
化
約
束
が
存
在
し
な
い
枠
組
み

協
定
に
は
ほ
と
ん
ど
意
味
が
無
い
。

⑸�

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
経
済
共
同
体
ブ
ル
ー
プ

リ
ン
ト
に
つ
い
て
、
参
考
文
献
⑦
は

「
拘
束
的
宣
言
」
と
す
る
が
、
Ａ
Ｓ

Ｅ
Ａ
Ｎ
事
務
局
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
に
よ

り
、
少
な
く
と
も
法
的
な
意
味
で
拘

束
さ
れ
る
意
思
が
な
い
こ
と
が
確
認

で
き
る
。

⑹�

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
関
連
協
定
で
は
、「
署

名
後
即
時
発
効
」「
署
名
後
一
定
期

間
を
経
て
発
効
」
と
い
う
よ
う
に
、

発
効
の
要
件
自
体
が
緩
い
と
い
う
特

徴
も
指
摘
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
加

え
て
、
交
通
関
連
協
定
で
は
、
三
カ

国
以
上
の
締
結
を
以
っ
て
発
効
す
る

旨
規
定
す
る
事
例
が
多
く
み
ら
れ
る
。

⑺�

「
事
後
の
協
定
が
優
先
す
る
」
場
合

の
ほ
か
、
協
定
の
発
効
ス
テ
ー
タ
ス

が
記
載
さ
れ
て
い
な
い
場
合
に
つ
い

て
も
、
計
算
の
対
象
外
と
し
た
。

⑻�

Ａ
Ｅ
Ｃ
ス
コ
ア
カ
ー
ド
で
は
、
締
結

行
為
が
完
了
し
て
い
な
い
場
合
、
国

別
ス
コ
ア
が
低
く
な
り
、
さ
ら
に
Ａ

Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
全
体
の
ス
コ
ア
を
引
き
下

げ
る
こ
と
と
な
る
。
こ
の
た
め
、
ス

コ
ア
カ
ー
ド
を
通
じ
、
締
結
行
為
に

向
け
た
国
内
努
力
を
推
進
す
る
効
果

を
持
つ
。

⑼�

参
考
文
献
③
は
、
Ａ
Ｅ
Ｃ
ス
コ
ア
カ

ー
ド
へ
の
批
判
と
し
て
、
締
結
行
為

の
有
無
に
着
目
し
す
ぎ
て
お
り
、
国

内
実
施
に
関
心
が
払
わ
れ
て
い
な
い

点
を
指
摘
す
る
。

《
参
考
文
献
》

①�
石
川
幸
一
・
清
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一
史
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.ide.go.jp/Japanese/Pub-
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史
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